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本稿の目的は家族構造の違いによって生じる教育的不平等と，それに対す
る政策・制度の関連を明らかにすることにある．特に教育的不平等として学
力格差に着目し，母子世帯や父子世帯で暮らす子どもが抱える不利とその原
因を計量社会学的手法によって明らかにした． 
まず 1 章では，諸外国と比較しても日本のひとり親世帯，特に母子世帯は
極めて貧困であるが政策的支援が十分に行われていないこと，また日本でひ
とり親世帯の不利に着目した研究が蓄積され始めたのは2000年代後半とごく
最近であったことを明らかにした．その原因は，日本ではひとり親世帯が比
較的少数であったこと，またその結果として日本では伝統主義的アプローチ
が社会階層論の主流で有り続けたと考えられる． 
次に先行研究では家族構造と教育達成の関連はアメリカを中心に検討され
てきたが，アジア圏や日本においても近年，そうした研究が蓄積されてきて
いる．また経済的資源剥奪仮説はその理論的背景に単純ではない複雑な過程
が想定されているにもかかわらず，そうした過程は十分には検討されていな
い．一方政策との関連については，国際比較研究では，言及されるものの，
教育達成に対する政策の直接の影響はあまり検討されてこなかった． 
本稿ではこのような点を課題として，2つの分析を行った．1つ目の分析結
果から子どもの学力形成に対して福祉制度の利用は直接効果を持っていない
ことが明らかになった．しかし，異なる特徴を持つ福祉制度を比較した結果，
それぞれの特性に応じて異なる傾向が見られた．特に就学援助のような，子
どもの教育に直結した福祉制度は正の影響があり，家族構造の影響にも変化
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が見られた．一方で，児童扶養手当や生活保護の利用は負の影響を示してお
り，分析手法の改善や媒介変数の導入などさらなる検討の余地が示された．2
つ目の分析では，時点間比較を用いて経済的資源剥奪仮説を行った．母子世
帯では，2000年から 2012 年の間で，経済的資源によって説明されない不利が
拡大し，時点間での差も統計的に有意であった．父子世帯では，2009 年のみ
で経済的資源剥奪仮説が支持され，政策の影響というよりは景気の変動によ
る影響が現れている可能性が高い． 
以上の結果から，近年の日本ではひとり親世帯で暮らす子どもの不利は，
相対的に見れば母子世帯では拡大する傾向があり，父子世帯では縮小する傾
向が見られる．しかしこうした変化が政策の変化の結果生じたのか，また支
援制度を利用することで解消されるのかということには直接取り組めていな
い．これらの問題に取り組むことが今後の重要な課題になる．特に，制度の
利用については日本国内の地域差に着目することが重要となる．本稿の分析
では，地域の違いには着目しなかったが，政策的支援を論じる上では地域，
特にどの自治体で暮らしているのかということは非常に重要な意味を持って
いる．なぜならば自治体によってはそれぞれのひとり親世帯や就業構造の実
情に即して，独自の対応を行っているためである．こうした地域差などに着
目しながら，実証的な知見に基づいて，ひとり親世帯への支援を議論する必
要性がある．  
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